
平成 23年小樽市議会第 3回 定例会

市 長 提 案 説 明

議案について説明させていただきます前に、政治資金規正法違反事件につきまして、

お話させていただきます。

今回の事件について、「小樽市職員の政治資金規正法違反事件に関する調査委員会」

いわゆる外部委員会に、事件の全容の把握と原因調査、再発防止策の検討をお願いして

お り、間もなく、調査検討結果の報告をいただける見通 しとなつております。

市といた しましては、再発防止策の一環として、先の人事異動で法令遵守担当の副参

事を総務部に配置 し、既に職員の意識改革に着手 したところでありますが、今後、外部

委員会から提出される報告をしつかりと受け止め、また、議会の調査特別委員会からの

御意見を踏まえ、できるだけ早くに、具体的な再発防止策を取りまとめ、三度 と同じよ

うな過ちを繰 り返すことのないよう全庁挙げて取り組むとともに、本市が抱える多くの

問題の解決に全力を傾け、市民の皆様の信頼回復に努めてまいりたいと考えてお ります。

それでは、ただ今上程 されま した各案件について提案理 由の概要を説明申し上げ

ます。

初めに、議案第 1号か ら議案第 4号までの平成 23年度各会計補正予算の主な

もの といた しま しては、一般会計では、平成 22年度に、国や道などか ら超過交

付 された国庫支出金等の返還金を計上 したはか、昨年 12月 に成立いた しま した、

いわゆる 「障害者 自立支援法つなぎ法」に関連いた しま して、新たに、ケアホー

ム・ グループホーム利用者への r家 賃助成制度」及び重度視党障害者の 「移動を

支援す るサー ビス」が創設 されます ことか ら、 「介護給付費」及び 「副1練等給付

費」をそれぞれ計上いた しま した。

また、東 日本大震災後、依然、厳 しい状況にある外国人宿泊客の回復 に向け、

本市や観光協会、市内宿泊業者が新たに 「実行委員会」を作 り、 12月 下旬か ら

2月 中旬までの間、個人旅行の外国人観光客をターゲ ッ トに した取組 として、新

千歳空港から市内宿泊施設までの片道送迎バスを試験的に運行するほか、乗車 し
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た外 国人観光客へのア ンケー ト調査 を行 い、それ らの効果検証 を基に、今後、市

内宿泊業者 のグループが独 自にバスを運行す る際の手法な どの検討 を行 う、 「外

国人観光客ダイ レク トアクセ ス実証実験事業費補助金」 を計上す るとともに、市

内の 「放射線量率」 を測定す るための線 量測定機器 を購入 して、週 3回程度 、小

樽運河周辺 で測定 し、その結果 を市のホームペー ジで公表す ることで、市民だけ

ではな く、国内外の観光客に対 して も、本市にお ける放射線 による安全性 を広 く

ア ピールす るため、その所要額 を計上いた しま した。

そのほか、於古発川店舗 (妙 見市場 )A・ B棟が、 C棟への移転集約 な どによ

りま して、昨年 2月 以降、空 き店舗 となってい るところであ りますが、市場組合

か らは、営業 してい るC棟が、国道か ら見 えるよ う、 A・ B棟 の早期解体の要望

が寄せ られ てお り、また、冬の屋根への積雪な ど、施設の安全対策の問題 な ども

あ ります ことか ら、 これ ら 2棟の解体撤去費等 を計上いた しま した。

なお、後 は ど申 し上げます平成 22年 度 の決算状況や今 回の補正予算 に充 当す

る一般財源 の状況な ども踏 まえま して、平成 22年 度一般会計の決算剰余金であ

る 「繰越金 Jの 一部について、地方財政法 に基づ き、 「財 政調整基金」へ積み立

て ることとし、所要の補正 を計上いた しま した。

これ らに対す る一般会計の財源 といた しま しては、国・ 道支 出金、寄附金、繰

入金 、繰越金、諸収入及 び市債 を計上 し、以上の結果 、一般会計 における補正額

は、 9億 2, 257万 1, 000円 の増 とな り、財政規模 は 579億 1, 126万

1, 000円 とな りま した。

次に、特別会計の主な もの といた しま しては、国民健康保険事業 において、平

成 22年 度に、国か ら超過 交付 され た国庫支 出金の返還金 を計上いた しま した。

次に、議案第 5号か ら議案第 21号 までの平成 22年 度各会計決算認定 につい

て説 明 申し上げます。

一般会計 につ きま しては、歳入総額 579億 2,709万 1,454円 に対 し、

歳 出総額 は 567億 2, 706万 7, 084円 とな り、翌年度 に繰 り越すべ き財

源 を除いた実質収支 は 11億 8, 394万 1, 170円 の黒字 とな り、 これ を翌
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年度に繰 り越す こととし、決算を了 したところであ ります。 また、前年度の実質

収支を考慮 した単年度収支及び実質単年度収支は、いずれ も 12億 1, 466万

8, 980円 の黒字 とな りました。

平成 22年度は、前年度の赤字額約 3,073万 円を引き継 ぐ中で、歳入では、

市税収入や特別交付税などが予算を上回 り、歳出では、職員給与費、生活保護費、

介護基盤緊急整備等交付金や他会計への繰 出金な どにおいても不用額が生 じたこ

となどにより、単年度収支及び実質単年度収支 ともに黒字決算 となつた ところで

あ ります。

なお、 「地方公共団体の財政の健全化 に関す る法律」に基づき、平成 22年度

決算数値 を基に算定 した健全化判断比率等についてであ りますが、 「実質赤字比

率」 と「連結実質赤字比率」はそれぞれ算定の結果、比率 自体が計上 されないこ

ととな り、 「実質公債費比率」は 14 8パ ーセ ン ト、 「将来負担比率」は 11

3 6パ ーセ ン トとな り、いずれ も早期健全化基準を下回る結果 とな りま した。

また、 「資金不足比率」につきま しても、算定の結果、比率 自体が計上 されない

こととな りま した。

次に、平成 22年度において実施 した主な事業について、第 6次小樽市総合計

画の 「まちづ くり5つのテーマ」に沿つて説明申し上げます。

まず、生涯学習にかかる「′き豊かに学び、地域文化 を育むまち」では、平成 2

1年度に耐震実施設計を行 った小中学校 5校 について、耐震補強工事を実施 した

はか、平成 21年度に耐震診断を行つた中学校 2校について耐震補強工事のため

の実施設計を行いま した。

また、老朽化 した移動図書館車を更新 したほか、4ヽ樺市分庁舎を文学館・ 美術

館を中心 とした文化 。芸術の専用施設 として再整備 を実施いた しました。

市民福祉 にかかる 「ともに支え合い、安心 して健やかに暮 らせ るまち」では、

身体の不 自由な方々の社会参加の促進 を目的に公共施設等にオス トメイ ト対応 ト

イ レを設置 したほか、総合福祉センターや身体障害者福祉センターの トイ レ改修

工事を実施いた しま した。
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また、次代の社会を担 う子 どもの成長及び発達に資す るため、 「子 ども手当」

の支給や、民間保育所新設 のため、 「保育所緊急整備事業費補助金」による助成

を行いま した。 さらに、小樽・北後志の地域住民の命 と健康を守 るため、新病院

の建設に向けて、病院統合新築工事基本設計業務を実施いた しま した。

生活基盤 にかかる 「安全で快適な住み よいまちJで は、平成 21年度に着工 し

たオタモイ住宅 3号棟の建替工事が完了 し、新たに 4号棟の実施設計を行つたは

か、 ロー ドヒーテ ィングを更新 し、災害対応特殊水槽付消防ポンプ 自動車を購入

いた しま した。

産業振興にかかる「人・ もの・情報が交流する活力あるにぎわいのまち」では、

各商店街団体が創意工夫をもつて行 う販売促進活動 「小樽 で買物Jキ ャンペーン

セールや、 「オールおた る年末年始大売出 し」、小樽市場連合会が実施す る 「ス

タンプ ラ リー」に対す る助成 を行いま した。

また、小樽観光活性化 のため、経済発展 の著 しい中国か らの観光客誘 致のため

のプ ロモー シ ョン活動 を行 つたはか、フェ リー航路の維持 と活性化 を図 るため、

トラックを対象 とした利 用促進事業に対す る助成 を行 いま した。

環境保全 にかか る 「自然 とまちなみが調和 し、環境 にや さしいまちJで は、環

境省 の 「地域 グ リー ンニ ューデ ィール基金Jを活用 した不法投棄等対策 として、

6月 か ら 11月 まで市内 20か 所で夜 間パ トロール を実施 したほか、高齢者や障

害者 も含 めた公 園利用者 の安全 と安心を確保す るため、手宮公 園 トイ レ増改築 (バ

リアフ リー化)等改修 工事 を実施 いた しま した。

そのほか、本市の厳 しい雇用情勢 に鑑み、市独 自の雇用対策事業を実施 したほ

か、北海道 の基金 を活用 した 「緊急雇用倉1出推進事業」、 「ふ るさと雇用再生特

別対策推進事業」、 「重点分野雇用創 出事業」や、国の平成 21年 度補正予算 に

よって措置 された 「地域活性化・ きめ細 かな臨時交付金 J、 「地域活性化・公共

投資臨時交付金 Jを活用 した事業 、また、平成 22年 度 の国の経済対策 に伴 う「経

済危機 対応・ 地域活性化予備費」や 「きめ細かな交付金」、 「住民生活 に光 を注

ぐ交付金 Jを活用 した各種事業 を積極的に実施いた しま した。
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次に、予算 と決算の対比について、その主なものを説明申し上げます。

一般会計の歳入につきま しては、市税 が約 2億 337万 円の増収 とな りま した

が、国庫支出金が約 8億 4, 511万 円、道支出金が約 4億 1, 381万 円、市

債が約 7億 960万 円それぞれ減収 とな り、歳入総額では、約 16億 6, 788

万円の減収 とな りま したが、この うち、 9億 1, 431万 2, 300円 について

は、翌年度繰越事業の財源であ り、平成 23年度に歳入 され る予定 となつてお り

ます。

歳出につきま しては、翌年度繰越額を除き、約 19億 3, 750万 円の不用額

を生 じま したが、この主なもの といた しま しては、民生費が扶助費の減などによ

り約 12億 2,419万 円、職員給与費が職員手 当等の減な どにより約 1億 8,

750万 円の減 とな りま した。

次に、特別会計の うち主な会計について説明申 し上げます。

まず、国民健康保険事業につきま しては、平成 21年度末における実質累積収

支不足額約 2億 912万 円を抱える大変厳 しい財政状況の下、保険料収納率向上

対策や医療費適正化対策、各種保健事業の推進 に努めたほか、国か らの財政調整

交付金の交付があった ことなどにより、収支の改善が図 られ、実質累積収支不足

額が解消 されま した。決算規模は歳入総額 168億 6, 600万 734円 、歳出

総額 167億 9,592万 6,697円 とな り、差引き 7,007万 4,037

円の剰余金を生 じま した。

住宅事業につきま しては、歳入・ 歳出総額 ともに、 17億 2, 029万 9, 9

45円 とな りま した。主な事業 といた しま しては、平成 21年度に着工 したオタ

モイ住宅 3号棟の建替工事が完了 したほか、オタモイ住宅 4号棟の地質調査、実

施設計 を行いま した。また、市営住宅改善事業 として、外壁等改修工事や地上デ

ジタル放送移行対策工事、火災警報器設置工事、ガス配管改修工事を行つたほか、

若竹住宅 2号棟の耐震・ リモデルエ事な どを行いま した。

介護保険事業につきま しては、歳入総額 130億 2,474万 7, 604円 に

対 し、歳出総額 129億 8, 211万 3, 465円 とな り、差引き4, 263万
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4, 139円 の剰余金 を生 じま した。 この剰余金の うち 6, 189万 4, 268

円は国 。道支出金及び支払基金交付金の超過交付 によるものであ り、平成 23年

度 に精算す ることとな ります。 なお、道支 出金 の不足額 2, 311万 368円 は

平成 23年 度 に追力1交 付 され ます。 また、 74万 2, 280円 は被保険者への還

付金 であ り、 310万 7, 959円 は介護給付費準備基金へ積み立て ることとい

た しま した。

後期高齢者 医療事業 につ きま しては、歳入総額 18億 7, 852万 4, 687

円に対 し、歳出総額 18億 5, 176万 8円 とな り、差引 き 2, 676万 4, 6

79円 の剰余金 を生 じま した。 この剰余金 の うち 2, 613万 4, 257円 は平

成 22年 度の後期高齢者 医療保険料 の うち、後期高齢者 医療広域連合へ納付未済

となった もので、平成 23年 度 に広域連合へ納付す るものであ ります。

なお、老人保健事業 につ きま しては、既 に廃止 され てお ります老人保健制度 に

係 る特別会計の設置義務期 間が終 了 した こと、また、物 品調達事業 につきま して

は、指定物品購入数量の減少 によ り会計規模 が縮小 していることな どか ら、平成

22年 度 をもつて、 これ ら 2つ の特別会計 を廃止いた しま した。

次 に、企業会計について説明申 し上 げます。

病院事業 につ きま しては、一般会計繰入金 の収支不足財政支援分の追加及び診

療収入 の増等 によ り、平成 22年 度末資金過不足額 を 1億 4, 049万 3, 06

7円 のプラスに転 じることがで き、市立病院 の統合・ 新築に向 けた課題 の一つで

あ りま した不良債務 の解消 を達成す ることができま した。

決算 内容 について説 明いた します と、予算額 に対 し、収益的収支 におきま して

は、収入 は入院収益及び外来収益並び に一般会計繰入金 の増 な どによ り2, 35

8万 8, 538円 の増収 とな り、支出では職員給与費及び材料 費の減 な どに よ り

9, 959万 5, 679円 の不用額 を生 じま した。

資本 的収支にお きま しては、収入 は企業債借入れや他会計出資金 の減 な どによ

り 1,478万 4, 398円 の減収 とな り、支出では建設改良費 な どで 610万

9, 868円 の不用額 を生 じま した。
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なお、 11億 9, 962万 3, 233円 の当年度純利益を生 じたことにより、

当年度未処理欠損金 は 53億 1, 873万 1, 975円 とな り、同額 を翌年度繰

越欠損金 として処理す る予定であ ります。

水道事業 につ きま しては、予算額 に対 し、収益的収支におきま しては、収入は

給水収益の増な どによ り9, 633万 8, 027円 の増収 とな り、支出では職員

給与費や維持管理費の減な どにより3, 947万 3, 167円 の不用額 を生 じま

した。

資本的収支におきま しては、収入は工事負担金の減などによ り3,791万 1,

171円 の減収 とな り、支出では建設改良費な どで 4, 407万 2, 073円 の

不用額を生 じま した。

なお、良質で安定的な水の供給を維持す るために施設整備 を計画的に進 めると

ともに、健全な財政基盤の確立に努めた結果、 4億 3, 184万 7, 730円 の

当年度純利益 を生 じ、当年度未処理欠損金 は 5, 165万 8, 951円 とな りま

すので、同額を翌年度繰越欠損金 として処理す る予定であ ります。

下水道事業につきま しては、予算額に対 し、収益的収支におきま しては、収入

は下水道使用料の増な どによ り6, 303万 9, 355円 の増収 とな り、支出で

は維持管理費の減な どにより 1億 6, 794万 5, 664円 の不用額 を生 じま し

た。

資本的収支におきましては、収入 は企業債の借入れの減な どか ら288万 1,

860円 の減収 とな り、支出では建設改良費などで 1, 803万 8, 513円 の

不用額を生 じま した。

なお、 7億 2,471万 6, 450円 の当年度純利益を生 じ、当年度未処理欠

損金は 97億 189万 6,448円 とな りますので、同額を翌年度繰越欠損金 と

して処理す る予定であ ります。

産業廃棄物等処分事業につきま しては、予算額に対 し、収益的収支におきま し

ては、収入は産業廃棄物等処分手数料の増な どか ら 113万 393円 の増収 とな

り、支出では維持管理費の減な どによ り534万 8, 825円 の不用額を生 じま
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した。

なお、 673万 6, 218円 の当年度純利1益 が生 じたことにより、当年度未処

分利益剰余金は 1億 4, 037万 1, 005円 とな りま したが、この うち 100

万円は利益積立金 として処分す る予定であ り、残 る 1億 3, 937万 1,005

円については翌年度繰越利益剰余金 として処分する予定であ ります。

次に、議案第 22号か ら議案第 26号までについて説明申 し上げます。

議案第 22号 特別職 に属す る職員の給与の特例に関す る条例案につきま して

は、政治資金規正法違反事件 に関す る私の責任 といた しま して、 5月 の臨時会に

おきま して、給料 を 3か月間 10%減 額す る措置を採 らせていただきま したが、

更に 3か月間 10%減 額 し、合計 6か月の減額 とす るとともに、 12月 の期末手

当につきまして も50%減 額するため提案す るものであ ります。

議案第 23号 市税条例等の一部を改正す る条例案 につ きま しては、地方税法

等の一部改正に伴い、個人の市民税 について、寄附金税額控除の適用下限額 を引

き下げるとともに、市税に係 る不申告等についての過料の額 を引き上げるほか、

所要の改正を行 うものであ ります。

議案第 24号 災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正す る条例案 につ

きま しては、災害弔慰金の支給等に関す る法律の一部改正に伴い、災害弔慰金の

支給対象 となる遺族の範囲に加 えられた死亡 した者の死亡当時における兄弟姉妹

についての規定を設けるものであ ります。

議案第 25号 スポーツ振興審議会条例及び報 gII、 費用弁償及び実費弁償条例

の一部 を改正す る条例案 につ きま しては、スポー ツ振興法を全部改正す るスポー

ツ基本法の制定に伴い、所要の改正を行 うものであ ります。

議案第 26号 製造の請負契約につきま しては、災害対応特殊は しご付消防ポ

ンプ 自動車の製造の講負契約を、契約金額 1億 8, 826万 5, 000円 をもつ

て株式会社北海道モ リタと締結す るものであ ります。

以上、概括的に説明申 し上げま したが、何 とぞ原案 どお り御可決賜 ります よう

お願い申 し上げます。
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